
（ がん具用煙火）  

第 2 7 条 がん具用煙火は、 火災予防上支障のある 場所で消費し てはなら ない。  

２  がん具用煙火を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合においては、 炎、 火花又は高温体と の接近を 避けな

ければなら ない。（ せ）  

３  火薬類取締法施行規則（ 昭和 2 5 年通商産業省令第8 8 号） 第 9 1 条第２ 号で定める 数量の５ 分

の１ 以上同号で定める 数量以下のがん具用煙火を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合においては、 ふたの

ある 不燃性の容器に入れる か、 又は防炎処理を 施し た覆いを し なければなら ない。（ せ）  

 

条則 

（ がん具用煙火の火災予防上必要な措置）  

第９ 条 条例第2 7 条に規定する 火災予防上支障のある 場所並びにがん具用煙火の貯蔵及び取扱い

については、 次に掲げる と おり と する 。  

 ⑴ がん具用煙火は、引火性若し く は爆発性の物品、法第2 3 条の規定によ る たき 火若し く は喫煙

の制限区域又は条例第2 4 条第１ 項第３ 号の消防長が指定する 場所から 2 0 メ ート ル以上離れ、か

つ、 建築物又は可燃物から ３ メ ート ル以上離れた位置において消費する こ と 。  

 ⑵ 不発のがん具用煙火及び消費し たから は、 水に浸す等の火災予防上安全な措置を 講ずる こ

と 。  

 ⑶ がん具用煙火を 年少者が消費する と き は、 保護者はこ れを 監視し 、 がん具用煙火、 点火用マ

ツ チ等の位置及び消費位置に注意し て消費さ せる こ と 。  

 ⑷ がん具用煙火を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の附近においては、 火気を 取り 扱い、 又は喫煙し

ないこ と 。  

 ⑸ がん具用煙火を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の見やすい位置に、「 火気厳禁」 及び「 禁煙」 の

標識を 設ける こ と 。  

  （ あ）（ え）（ け）  

 

【 解説】  

 本条は、一定の場所でのがん具用煙火の消費の禁止及びがん具用煙火の貯蔵及び取扱いについて規

定し たも のである 。 なお、 火薬類取締法によ っ て規制を 受ける 場合においては、 同法の規定によ る も

ので、 本条の規制は適用さ れない。  

１  適用範囲 

⑴ ｢がん具用煙火｣と は、 がん具と し て用いら れる 煙火、 その他のこ れに類する 煙火であっ て、 火

薬類取締法施行規則第１ 条の５ に規定する も のを いう 。  



⑵ 第３ 項は、火薬類取締法施行規則第 9 1 条第２ 号の数量の５ 分の１ 以上同号で定める 数量以下

のがん具用煙火について、 適用さ れる こ と と なる が、 ５ 分の１ 未満のがん具用煙火についても 、

火災予防上安全に管理する よ う 指導する こ と 。  

 

２  第１ 項 

⑴ ｢火災予防上支障のある 場所｣と は、 条則第９ 条第１ 号に掲げる 場所を いう 。  

⑵ 条則第９ 条第１ 号について 

 ア ｢引火性の物品｣と は、 常温又は加熱によ り 可燃性ガス 又は蒸気を 発生する 物品を いう 。  

 イ  ｢爆発性の物品｣と は、加熱によ り 分解爆発する も の及び燃焼速度が極めて早く 、瞬時に燃焼

する も のを いう 。  

 ウ  ｢建築物｣と は、 建築物の可燃性の部分を いい、 耐火建築物等の場合で、 可燃性の部分がない

場合は該当し ない。  

 

３  第２ 項 

  炎、火花及び高温体と の接近防止のための措置は条則第９ 条第２ 号から 第４ 号ま でに掲げる ほか、

次に示すも のがある 。  

⑴ がん具用煙火の近く で燃焼器具を 使用し ないこ と 。  

⑵ 炊事場、 風呂場等で使用する 熱源が影響する 場所から 安全な距離を と る か又は区画する こ と 。 

⑶ 店舗で陳列する 容器には、ふた又は覆いを 用い、たばこ の吸殻等の火源が入る こ と を 防止する

こ と 。  

⑷ 裸電球の接近を 避ける こ と 。  

 

４  第３ 項 

⑴ 一定数量以上のま と ま っ た量のがん具用煙火について、よ り 高い安全性のための措置を 要求し

たも のである 。  

⑵ 「 不燃性の容器」 には、 難燃性の容器は含ま れない。  

 

５  標識 

  条則第９ 条第５ 号に掲げる 標識の大き さ は、短辺2 5 セン チメ ート ル以上、長辺5 0 セン チメ ート ル

以上と し 、 色は地を 赤と し 文字を 白と する 。  

 


